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　多くの企業が明文化された経営理念を掲げ，企
業経営の規範としている。日本において経営理念
が経営者や研究者の間で本格的に討議されるよう
になったのは，1950年代後半からである（e.g., 

間，1972；中川，1972）。以降さまざまな議論や
研究が重ねられてきたが，近年の急速な社会環境
の変化によって，経営理念とその浸透について関
心が集まっている。国内オンラインデータベース
CiNiiで “経営理念 ”と入力して検索 1したとこ
ろ，1,466件ヒットした。そのうちの 1,053件は
2000年以降の記事であり，中でも 2010年以降の
ものは 471件であった。この検索結果には，雑誌
の記事から学術論文まで混在しているが，産業界
や学術界においての関心の高さが表れているとい

える。
　経営理念への関心が近年高まっている理由とし
て次の 3点が考えられる。1点目は，企業の不祥
事である。近年，食材の偽装表示，顧客情報の流
出，化粧品による健康被害，架空取引，粉飾決算
など様々な業種で顧客の信頼を失う不祥事が起
こっている。その対処として何よりも重要なの
は，経営者の経営理念と経営倫理に基づいた行動
である（青木，2011）と言われている。具体的に
は，経営理念に基づいたコーポレートガバナンス
を確立することや経営理念を共有して健全な企業
風土を醸成すること，内外に公表し社会的責任を
はたしていくことなどがある。それら施策の根底
には経営理念が存在し，不祥事の予防策として企
業が見直すべきものとして注目されている。2点
目は，ダイバーシティ・マネジメントの推進であ
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る。ダイバーシティについては，その要請が高
まっていても，成功を収めている企業は少ない
（西村，2008）。その失敗の原因の一つに企業理
念・バリュー教育の不足が上げられている。多様
性に富む組織になるほど各自のベクトルを合わせ
る必要があり，ビジョンや企業理念・バリューな
どの徹底が必要になる（大高，2009）。経営理念
との関連の中で，ダイバーシティ施策を位置付け
づけることが重要とされ（e.g., 経済産業省，
2014；西村，2008），経営理念のあり方に関心が
もたれている。3点目として，個人のアイデン
ティティの試練があげられる。企業の合併や買収
により帰属していた組織を失う，雇用の流動化の
もと転職を繰り返すことによって，また非正規雇
用という形態のため，組織との関係が希薄である
という状態は，働く人の社会的アイデンティティ
の確立や維持を困難にすると考えられる。このよ
うな状態が経営理念および浸透の意義の問い直し
を迫っている（高尾・王，2012）とされ，経営理
念の心理的な効果への関心が高まっているとい
える。
　経営理念に関する研究では，主に定義，機能や
効果，構造，経営理念と経営戦略との関係，理念
浸透の重要性について議論されてきた（松田，
2002）が，上述のような背景からさらなる研究の
展開が期待されていると考えられる。本稿では，
これまでの国内における経営理念およびその浸透
に関する先行研究を概観し，今後の心理学領域に
おける経営理念研究の可能性を考察する。

経営理念研究

　ここでは，経営理念の階層性と定義，経営理念
の類型，経営理念の効果と機能についての先行研
究を概観する。
経営理念の階層性と定義
　経営理念に対応する表現は企業によって様々で
ある。東証一部上場企業 50社のウェブサイトを
参照したところ 2 ，企業理念，基本理念，社是，

信条，使命，約束，企業指針，経営方針，経営姿
勢，経営の基本方針，企業行動憲章，行動指針，
行動規範，行動原則，めざす企業像，DNA，創
業の精神，コーポレートビジョン，フィロソ
フィ，ビジョン，ミッション，バリュー，クレ
ド，ステートメント，メッセージ，スピリット，
スローガン，Wayといった表現が用いられてい
た。これらの表現は，上位概念としての経営理念
と同義のもの，それを具体化したもの，その両者
を包含するものの三つにわけられるであろう。経
営理念はいくつかの構成要素から成り立ってお
り，階層構造をもっている（e.g., 北居・松田，
2004；奥村，1994）。企業の存在意義や使命と
いった上位の概念は恒久的であり，具体的な方針
や規範といった下位概念は可変的である。このよ
うな階層構造をもつことによって，自社の意義や
使命を反映させながら，経営環境にあわせた方針
を打ち出し，環境の変化に柔軟に対応することが
できると考えられている。
　経営理念の研究がさかんに行われるようになっ
た 1960年代から，多くの研究者によって示され
た定義づけを Table 1に示す。定義の変遷を概観
すると，1960 　 70年代の経営理念は，経営者が
企業経営をする際によりどころとした信念や信条
であるといえる。80年代に入って，経営者と組
織体にとっての規範や指針となり，その傾向は現
在まで続いている。90年代半ば頃からは公表性
について述べられるようになり，2000年代に，
明文化され，ステークホルダーに公表されるも
の，価値観として組織全成員で理解，共有される
ものなったといえる。経営理念の定義について
は，研究領域においてこれまで一致したものがな
いが，本稿において経営理念とは，組織に内在し
た価値観や行動規範であり，経営活動を通じて社
会に発信されるものとする。
経営理念の類型
　鳥羽・浅野（1984）は，組織成員に対する指導
性・拘束性という観点から，経営理念を “自戒
型 ” “ 規範型 ” “ 方針型 ” の三つに分類した。“自
戒型 ” は，経営者自身の行動上の自戒と後継者に
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Table 1 
研究者による経営理念の定義（柴田，2013, p.28, 図表 1を一部改変）

研究者 経営理念の定義

土屋（1967） 経済人の精神たる資本主義精神に対する対立理念，もしくは “資本主義精神 ”の崩壊の上に経
営者の間に普及し支配しつつある理念

山城（1969） 経営者が経営体の目的を達成するためにその機能を担当するにあたって活動の方針となる考え
方，主体の目的活動のよりどころとなる考え方

北野（1972）
企業が行動主体として一貫した行動をとり，そのときどきの偶発事故によってゆさぶられない
ためには，企業が現在どこに位置しており，これからどこへむかってすすもうとしているかに
ついての企業の生活空間ともいうべき構想

中川（1972） 経営者自身によって公表された企業経営の目的およびその指導原理

高田（1978） 経営者が企業という組織体を経営するに際して抱く信念，信条，理念であり，簡単には経営観

間（1984）
経営上の諸制度（役割・規範の体系）の中に体現されて経営組織の統合の役割と，その目標
（より高次には目的）を示すと同時に，構成員を動機づけ，企業内外の人びとから正当性を得
ようとするイデオロギー

鳥羽・浅野（1984） 経営者・組織体の行動規範・活動指針となる価値観，あるいは指導原理

伊丹・加護野（1989） 組織の理念的目的と経営のやり方と人々の行動についての基本的な考え方あるいは規範

浅野（1991） 経営者あるいは企業が経営目的を達成しようとするための活動指針あるいは指導原理

水谷内（1992） 企業ないしその経営者が経営活動を展開する際に依りどころとする行動規範，行動指針，価値
観，価値基軸およびエートス（行為への実践的起動力・推進力）

梅澤（1994） 経営活動に関し，企業が抱いている価値観であり，企業が経営活動を推進していくうえでの指
導的な原理であり，指針

奥村（1994） 企業経営について，経営者ないし会社あるいは経済団体が公表した信念

清水（1996） 経営者個人が抱く信念，従業員の欲求・動機，社会的環境の要請の三つの要素が相互作用して
見出された企業の価値観・目的および指導原理

松田（2002）
北居・松田（2004）

公表された個人の信念，信条そのもの，もしくはそれが組織に根付いて，組織の基づく価値観
として明文化されたもの

住原・三井・渡邊
（2008）

経営体を貫く事業の基本的信条や指導原理

松葉（2008） 企業経営上の価値観ならびに行動規範を，企業の顧客，従業員をはじめ利害関係者に示すもの

青木（2009） 企業の信条であり，企業活動の原点，原動力，最高基準になるもの

横川（2009） 公表性，客観性，論理性，独自性，社会的共感性の要素を含み，企業における指導原理とし
て，企業経営における意思決定や判断，行動の規範となる価値観

瀬戸（2010） 創業者や経営継承者の信念・価値観を表現し，経営組織全成員で理解し共有すべき行動指針を
明示した，コミュニケーションのベース

高（2010）
高尾（2010）
高尾・王（2012）

組織体として公表している，成文化された価値観や信念

小森谷（2011） 自社の存在理由および未来像に対する問いかけへの表明であり，企業の重要な出発点であると
ともに，経営活動の指針

渡辺（2011） 行為や慣行の基底となる，経営体に固有の価値観

田中（2012） 社内外に公表された，経営者および組織体の明確な信念・価値観・行動規範
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手本を示すものとして，自らの姿勢と言動を強く
拘束するものである。“規範型 ” は，社員を統率
するためのもの，あるいは内部管理・内部統制用
的性格を強くもつものである。“方針型 ” は，企
業の使命，経営戦略・方針あるいは企業が直面し
ている諸問題について，社内はもとより社会に訴
える性格を強くもつものである。
　また，経営理念を体現すべき者は経営者や後継
者だけではなく組織成員全般となり（高尾・王，
2012），広く公表されることで，経営理念を受け
取る対象もステークホルダー全般となった。
　Table 1の定義の変遷からもその傾向が見て取
れるが，かつて経営理念は “自戒型 ” や “ 規範
型 ” が多かったが，近年では “方針型 ” が増加し
てきている（e.g., 北居・ 出口，1997； 横川，
2010b）。経営理念の類型を調査した研究では，企
業規模によって類型の割合が違うことが示された
（北居・出口，1997）。企業の規模が大きくなるほ
ど方針型の割合が高くなり，規範型の割合が低く
なるという結果であった。組織の規模が大きくな
ることで社会的な影響力が強まること，多角化や
分権化，海外展開が進むことで，自社の存在意義
や価値観，方針を打ち出さなくてはならないこと
がその理由として考えられる。これらのことから
も経営理念の内容や役割は，その時代の社会環境
や経営環境に即して変化し，また企業の規模に
よっても異なることが明らかになっている。

経営理念の機能と効果
　経営理念の主たる機能として，組織内部の統合
機能と組織外部への適応機能が取り上げられてき
た（e.g., 間，1984；北居・出口，1997；松田，
2002；鳥羽・浅野，1984）。それらを踏まえ，北
居・松田（2004）は，経営理念の諸機能とその関
係を Figure 1のようにまとめた。
　内部統合機能は成員の動機づけ機能と成員の統
合機能に分けられている。動機づけ機能は，組織
成員に組織の方向性や行動の拠り所となるものを
示すことで職務への取り組みを動機づける機能で
ある。成員の統合機能は，組織内に共通の価値観
を持つことで一体感を醸成し，相互の信頼関係を
つくりだす。また，経営理念というバックボーン
により内部の間違った考え方を是正し，旧弊な意
識を払拭すること（奥村，1994）で成員の統合を
はかる機能である。外部統合機能は，企業の対外
活動における正当化機能と環境変化に対応する適
合機能に分けられている。自社活動の正当化機能
は，社会に向けて組織の存在意義や未来への方向
性を示す機能である。環境適合機能は，社会やス
テークホルダーとの信頼を形成し，経営価値と社
会価値を一致させることで組織を存続させる機能
である（奥村，1994）。また，組織を活性化させ
る際のトリガーの役割でもある。経営理念は以上
のような機能を有し，効果の発揮が期待されてい
る。そのためには経営理念を具現化し，組織成員

内部統合機能  

成員の動機付け機能

成員の統合機能
一体感の醸成機能

バックボーン （指針） 機能

外部適応機能  

自社活動の正当化機能

環境適合機能
適合 ・存続機能

活性化機能

Figure 1. 経営理念の機能・効果（北居・松田，2004, p.95, 図 4-1）
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に浸透させることが必要であり，組織の重要な戦
略的課題と考えられている。
　なお，最近の研究で，経営理念の機能として内
部統合機能（企業内統合機能），外部適応機能
（社会適応機能）と並んで，経営実践機能の存在
が指摘されている（横川，2010a, 2010b）。これ
は，経営目標，戦略，組織体制・制度からなるも
ので，経営理念がそれらに展開されていく実践的
側面と捉え，位置づけられたものである。ただ
し，松田（2002）によると，理念主導型戦略の文
脈では，経営理念の中に経営戦略が織り込まれ
る，もしくは経営理念が経営戦略に影響を与える
かたちで関係しているとされる。そこで本稿で
は，経営目標や戦略や制度は経営理念の下位概念
と捉え，位置づけとしては経営理念に内包される
ものとする。経営理念の浸透プロセス上に位置づ
けるならば，経営理念を実践するために具体化し
たものとして，内部統合機能と外部適応機能の上
位に位置し，影響を与えるものと考える。

経営理念の浸透

　経営理念の浸透に関する研究は 1990年代から
取り組まれてきた。ここではまず，経営理念浸透
の定義とその効果についての先行研究を概観
する。

経営理念浸透の定義
　経営理念が浸透するとはどのようなことなの
か，浸透したとはどのような状態を指すのか，経
営理念浸透の定義についても一致した定義づけは
なされていない。ここでは，経営理念浸透研究を
発表している研究者の定義を示す（Table 2）。
　定義は，プロセスと状態という二つの観点に分
かれ，さらに個人への浸透と組織への浸透を意図
したものに分けられるであろう。本稿においては
個人に浸透した状態を経営理念の浸透と捉え，そ
の定義は，経営理念を自身の価値観や規範に取り
入れ，行動に反映している状態とする。
経営理念浸透の効果
　清水（1996）の研究は，経営環境が激しく変化
する中で組織を活性化し変革するには，経営理念
の浸透が不可欠であるという立場から，経営理念
の重要性と浸透の必要性を述べたものである。清
水（1996）は，経営理念の浸透がもたらすもの
を，企業へのアンケート調査の結果から 7点示し
た。（a） 革新に対する抵抗の低下：組織内の改革
に対する従業員の抵抗を少なくする，（b） 能力向
上：人材育成の方針となり，個人の能力向上を促
す，（c） 情報共有：情報の価値を理解して取捨選
択ができ，情報共有が推進される，（d） 権限委
譲：セクショナリズムを排し，権限委譲が促進さ

Table 2 
経営理念浸透の定義

定義の観点 研究者 理念浸透の定義

プロセス

松岡（1997）
理念を表す言葉を知っているだけの状態から，理念を象徴する直接経験，他者
の行動の観察，理念と現実のギャップや矛盾に対する内省を通じ，自分なりの
理念の意味に気づくプロセス

金井・松岡・藤本
（1997）

矛盾のない一貫したプロセスではなく，解釈の異なりや理念の現実の矛盾が議
論を通じて腑に落ちるプロセス

横川（2010a）

理念の諸機能を自社の存在意義，将来に向けての方向性，社会的責任意識の高
揚，従業員の動機づけ，一体感の醸成，行動規範といった規範側面への具現
化，そして，経営目標や戦略，組織・制度といった実践的側面への具体化を促
進していく活動

状　態
北居（1999） ほとんどの社員が理念に共感，納得し，それによって行動のコントロールが自

動的に行われている状態

高尾・王（2011） 経営理念が組織ルーティンとして作動している状態
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れる，（e） 挑戦意欲：共通の目標を作り出し，挑
戦意欲を引き出す，（f） 帰属意識：従業員の帰属
意識を高める，（g） 業績：（a）から（f）の要因
を介して業績に結びつくということである。いず
れも組織や人材のマネジメントにかかわる重要な
要因である。

経営理念浸透研究の動向

　経営理念の浸透に関しては，その重要性につい
て幾度となく言及されながらも蓄積が少ない研究
分野であることが指摘されている（北居・田中，
2009）。ここでは，経営理念の浸透手段，浸透プ
ロセスについての研究と経営理念の浸透が組織に
おける個人の心理・行動に及ぼす影響についての
研究に分けて，主な先行研究を概観する。
経営理念の浸透手段，浸透プロセスについての研究
浸透手段についての研究　北居・出口（1997）
は，実態調査（企業への質問紙調査）の結果から
経営理念の特徴や浸透方法について検討した。分
析の結果，経営理念の浸透手段として，新人教
育・研修，社長の年頭のあいさつや経営方針の発
表会やパンフレットを採用している企業が多く，
その割合は企業規模が大きくなるほど高まること

が明らかになった。しかし，北居・出口（1997）
は，これらの手段は形式的で一時的なものである
ことから，経営理念が現実から乖離したお題目に
なっている可能性を示唆した。
　横川（2009）は，経営理念の制度的側面につい
て，企業への質問紙調査によって得られたデータ
を分析した。その結果，経営理念・行動規範の明
文化や浸透への取り組み，周知徹底，社長の関与
は，企業の規模が大きいほど積極的に行われてい
ることが明らかになった。しかし，価値観の共有
について十分であると回答した企業は 25.8%で，
この点は企業規模による違いは見られなかった。
多く用いられている経営理念の浸透方法は，“社
内での掲示 ” “ 社内誌・リーフレットの配布 ” 
“ カードや手帳へ印刷し，常時身につけるように
する ”であったが，これらも形式的な浸透方法で
ある。
　経営理念の浸透手段に関して国内の研究を概観
したが， そのメカニズムについては，Schein 

（2010　梅津・横山訳　2012）が，第一義的な定
着メカニズム（一次浸透メカニズム）と第二義的
な明確化と補強のためのメカニズム（二次浸透メ
カニズム）に分類している（Table 3）。第一義的

Table 3 
定着のためのメカニズム（Schein, 2010　梅津・横山訳　2012, p.272, 表 14-1）

第一義的な定着メカニズム（一次浸透メカニズム）
・リーダーが定例的に関心を寄せ，測定し，コントロールしていること
・重要な出来事，組織の危機にいかにリーダーが反応するか
・リーダーはどのようにリソースを配分しているか
・意識的なロールモデリング，ティーチング，コーチング
・リーダーはどのように褒賞と地位を配分しているか
・リーダーは人材をいかに採用し，選考し，昇進させ，退職させているか
第二義的な明確化と補強のためのメカニズム（二次浸透メカニズム）
・組織のデザインと構造
・組織のシステムとプロシージャー
・組織の伝統と慣習
・物理的なスペース，様式，建物のデザイン
・重要な出来事や人物に関するストーリー
・組織の哲学，信条（Creeds），憲章（Charters）などの公式的な記述

*（ ）内のメカニズム名は著者が記載
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な定着メカニズムは，組織における信条，価値
観，前提認識を定着させることを可能にする手段
として機能するものであり，リーダーの関与とマ
ネジメントによって示される。第二義的な明確化
と補強のためのメカニズムは，文化における人工
の産物と捉えることができ，リーダーがこれらを
コントロールできる場合には，第一義的な定着メ
カニズムを強力に補完するものとされている
（Schein, 2010　梅津・横山訳　2012）。
　横川（2009）でも言及されているが，この分類
に則って先の調査結果を見ると，社長の年頭のあ
いさつや経営方針の発表会，社内掲示，社内誌・
リーフレットの配布など，第二義的な明確化と補
強のためのメカニズムに属するものが主に用いら
れていることが明らかになった。
個人への浸透プロセスについての研究　経営理
念の浸透を推進する要因として，リーダーの存在
やリーダーシップが強調されてきた（e.g., Deal & 

Kenndey, 1982　城山訳　1997 ; Peters & Waterman, 

1982　大前訳　2003 ; Schein, 2010　梅津・横山訳
　2012）。しかし，リーダーが示す施策や行動か
らの習得（モデリング）だけでなく，経営理念の
浸透プロセスには，個人の経験や他者との議論か
ら得る気づきという能動的，相互作用的な要因も
存在すると考えられた（松岡，1997）。経営理念
は多くの場合，抽象的で多様な解釈が可能なこと
から，実践に際しては疑問やギャップが生じやす
いと考えられる。そのような疑問やギャップを看
過せず，経営理念の意味や具体的行動を議論する
ことで，新たな気づきや意味が形成される。その
ようなプロセスを経ることが個人への経営理念の
浸透にあたると考えられたのである。金井他
（1997）と松岡（1997）は，金井（1989）の同輩
間での真剣かつ共感的な議論（ピア・ディスカッ
ション）による気づきとWeick（1979　遠田訳　
1997, 1995　遠田・西本訳　2001）の曖昧な環境
の中から何かを意味あるものにするプロセス（セ
ンス・メーキング）に依拠し，経営理念の浸透メ
カニズムには，個人の気づきや意味生成が存在す
るという観点でインタビュー調査を行った。

　調査結果から経営理念の浸透レベルと浸透メカ
ニズム・モデルが策定された。日常での経営理念
の感じ方については同一組織内でも意識の差があ
ることから，浸透レベルは段階的に捉えることが
適切と考えられ，Table 4に示す 4段階の浸透レ
ベルが設定された。
　経営理念の浸透メカニズム・モデルでは，四つ
のルートが示された（Figure 2）。経験は放置せ
ず，統合や意味づけを行う，エピソードや他者の
行動をモデリングし，学習する，矛盾・疑問・
ギャップについて議論し，気づきや意味を発見す
る，もしくは内省により解消する。これらのこと
が浸透レベルの深化につながると考えられた（松
岡，1997）。また，直接経験，エピソード・他者
の行動，矛盾・疑問・ギャップの直視は，経営理
念の浸透レベル（Table 4）のレベル 2にあたり，
経験の統合・意味づけ，モデリングを通しての
ルール学習，議論を通しての気づき・意味の発
見，矛盾やギャップについての内省は，レベル 3

にあたるとされた（松岡，1997）。
組織への浸透プロセスについての研究　経営理
念の浸透度と経営理念浸透策の関係に着目した研
究がほとんど存在しないことから，野林・浅川
（2001）は，両者の関係について質問紙による実
証的研究を行った。経営理念浸透策を分析した結
果，経営理念を体現した “マネジメント ”（意思
決定，リーダーシップ，仕事の仕方等）と “作

Table 4 
経営理念の浸透レベル（松岡，1997, p.195, 表 2）

浅い

↑

↓

深い

レベル 内　　容

1 言葉の存在を知っている言葉を覚
えている

2
理念を象徴するような具体例を
知ってる実際に自分で経験したこ
とがある

3 理念の意味を解釈できる自分の言
葉で言える

4 理念を行動に結びつける行動の前
提となる。こだわる
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品 ”（事業内容，製品，商品，サービス）は，明
示や理念教育研修といった経営理念浸透策が有効
であると示された。また経営理念を体現した人事
制度（人事施策，業務評価基準，コミュニケー
ションスタイル）は，ビジュアルでの象徴，人・
ソフトでの象徴，インナープロモーションが有効
であることを示した。
　横川（2010a）は，経営理念の諸機能（社会適
応機能，企業内統合機能，経営実践機能）と経営
理念の浸透手段の関係を明らかにするために，企
業へのアンケート調査を行った。その結果，企業
内統合機能には，新入社員研修，経営者の企業文
化づくりの積極性，エピソードや逸話が，社会適
応機能には，幹部リーダーの決定，社内報による
啓蒙活動，新入社員教育，経営者の企業文化づく
りの積極性が，経営実践機能には，経営者の企業
文化づくりの積極性，新入社員研修，幹部リー
ダーの決定が有効であることを示した。これらの
結果から，経営理念の諸機能と関係がある浸透手
段の大半は，第一義的な定着メカニズムであると
結論づけた。
　これまでの経営理念の浸透手段，浸透プロセス
についての研究をまとめると，浸透手段には形式
的なものが多用されていることから，経営理念が
現実から離れたお題目になっている可能性が示唆

された。また，経営理念や行動規範の浸透，周知
徹底など積極的な取り組みは，企業の規模が大き
いほど行われているが，価値観の共有について
は，7割以上の企業で不十分と認識されているこ
とが明らかになった（横川，2009）。個人への浸
透プロセスについての研究では，トップダウンの
施策や受動的学習といった従来の浸透プロセスだ
けではなく，経験に意味づけすることや矛盾，疑
問について議論し，共有することなどが，個人へ
の浸透を深化させる可能性が示された。組織への
浸透プロセスについての研究では，経営理念の諸
機能に有効な浸透手段は第一義的な定着メカニズ
ムであること，浸透策は様々な施策を一括して行
えばよいわけではなく，目指すものによって有効
な浸透施策が異なることが明らかになった。
経営理念の浸透が組織における個人の心理・行動
に及ぼす影響についての研究
従業員満足と顧客満足への影響についての研究

　松葉（2008）は，サービス・プロフィット・チェーン
（Heskett, Jones, Loveman, Sasser, Jr., & Schlesinger, 

1994 ; Heskett, Sasser, Jr., & Schlesinger, 1997　島田
訳　1998）に基づき，経営理念の浸透が従業員満
足と顧客満足を両立させるという仮説をたて，顧
客と従業員へのアンケート調査を行った。サービ
ス・プロフィット・チェーンとは，従業員満足と

直接経験

エピソード
他者の行動

浸透レベルの深化

矛盾・疑問
ギャップ

経験の統合・ 意味づけ

モデリングを通してのルールの学習

議論を通しての気づき・ 意味の発見

矛盾やギャップについての内省

Figure 2. 経営理念の浸透メカニズム・モデル（松岡，1997, p.199, 図 1）
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顧客満足の関係に着目し，それらが連鎖すること
で企業業績や企業価値の向上につながるというも
のである。分析結果から，経営トップによる浸透
施策が経営理念の浸透度を高め，経営理念を理解
した従業員は顧客志向と経営理念の背後にある精
神の理解に至り，従業員満足と再来店意向といっ
た顧客ロイヤルティの獲得へ直接影響を及ぼすこ
とが明らかになった。このことから，経営理念の
浸透が顧客満足と従業員満足を両立させる要因で
あることが確認された（松葉，2008）。
組織行動への影響についての研究　高尾・王

（2012）は，経営理念の浸透と個人の組織行動の
関係性について検討するため，企業に勤務する従
業員に対して質問紙調査による実証研究を行っ
た。組織行動には，従業員の役割外行動である組
織市民行動，自分の仕事にどれほど真剣に取り組
むかを示す職務関与，従来の枠組みにとらわれな
い革新志向（高尾・王，2012）がとりあげられ
た。組織市民行動の分析結果からは，経営理念が
浸透することで個人の組織市民行動が高まること
が明らかになった。また下位尺度ごとの分析か
ら，経営理念への理解や実践意欲が高いほど他者
への支援行動が増える，共感しているほど忍耐強
い，理解や共感が高いほど仕事に誠実に取り組む
ことが示された。革新志向と職務関与について
は，会社への愛着や忠誠心といった個人と組織の
感情的なつながりを示す情緒的コミットメントが
経営理念浸透を介してそれぞれに影響を及ぼして
いた。しかし，媒介となる経営理念浸透の下位尺
度が，企業によって異なることから，組織行動に
及ぼす影響のメカニズムは，経営理念の内容に
よって異なる可能性が示唆された（高尾・王，
2012）。
　経営理念の浸透と個人の組織行動の関係につい
ては，経営理念の内部統制機能を実証的に検討す
るため，さらに研究を蓄積していくことがのぞま
れる。高尾・王（2012）も述べるように，経営理
念と個人の組織行動との関係については，介在す
る心理的要因の存在などが考えられることから，
今後検討が必要である。

今後の展望

　先行研究の概観を踏まえ，経営理念の浸透を測
定する尺度の開発と経営理念浸透に関わる心理プ
ロセスという二つの観点で，今後の展望を考察
する。
経営理念の浸透を測定する尺度の開発
　今後さらに経営理念浸透のメカニズムや効果を
実証するために，汎用性の高い経営理念浸透尺度
の開発が必要である。冒頭で述べたように，現在
の日本企業ではダイバーシティ・マネジメントが
推進されており，今後も人材や働き方において多
様性が広がってくると考えられる。しかし，先行
研究で使用された尺度は，正社員，ホワイトカ
ラー，男性を想定した質問項目が散見され，多様
性に対応できない可能性がある。これまでの研究
では，企業に質問票を送り代表者が回答するとい
う調査も多かったので，組織成員全般に尋ねる仕
様になっていなかったことも理由のひとつとして
考えられる。先行研究で開発された尺度によっ
て，測定の次元や深度は明確になっているので，
それらを踏まえた上で開発していく必要がある。
すべての対象者を包括するという点での限界はあ
ると考えられるが，職種や雇用形態，国籍の多様
性を視野に入れて項目を検討する必要があるとい
える。
　開発にあたって，個人への経営理念の浸透を心
理学的に測定するには，どのような構成概念をど
のように組み合わせて指標にするかという点が問
題になる。その点については，松岡（1997）の浸
透レベルと高尾・王（2012）の理念浸透の測定尺
度の次元に基づいて，個人が経営理念を認識して
行動するまでのプロセスを測定次元と想定した
（Figure 3）。
　各次元の内容は，以下のとおりである。認識
は，経営理念の存在を知っている，その内容（言
葉や謳っていること）を知っている状態である。
受容は，経営理念を自分ごととして捉えている，
当事者意識を持って受け止めている状態である。
理解は，経営理念の内容を自分の言葉で話せる，
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他社の人に説明できることに加えて，自分の立場
や役割で何をすることが経営理念の実践につなが
るかを理解しているという状態である。共感は，
経営理念に共感している，組織成員としての価値
観と一致している状態である。行動は，経営理念
や行動規範にもとづいた行動ができている状態で
ある。つまり，経営理念を認識し，当事者意識を
持って受け止める。共感と十分な理解のもと行動
が生起する。もしくは，特に共感はしないが，理
解して行動する，特に何も考えず，共感して行動
するというルートの可能性も考え，経営理念の浸
透測定尺度 の次元イメージのモデル（Figure 3）
を想定した。
　この尺度は組織成員個人への浸透を測定するこ
とを意図しているが，調査を実施する際には経営
理念の浸透に対する企業の姿勢も合わせて測定す
る必要があると考える。個人への浸透測定尺度の
結果を分析するにあたって，どのような組織環境
での結果なのかを明確にしておく必要があると考
えたからである。ここで述べる企業の姿勢とは，
企業自身が経営理念にコミットして，マネジメン
トできているという姿勢である。つまり，リー
ダー（経営者やトップマネジメント）が，重要な
判断をくだす際に理念に則っているか，理念で重
視していることに資源を投下しているか，人事制
度に反映させているか，経営環境に応じた方針を
策定できているか，それらの点について，成員が

どのように感じているかを問うものを想定してい
る。 これらは Schein （2010　梅津・ 横山訳　
2012）の第一義的な定着メカニズムの内容と類似
しており，それに依拠することで企業の姿勢の測
定尺度を作成できると考えられる。
経営理念浸透と関わる心理プロセスの検討
　これまでの研究は，主に経営学や経済学の分野
で行われてきたが，今後は心理学の分野でも研究
を重ねる必要がある。Figure 1の経営理念の機能
についても実証研究が少ない状況である。
　経営理念の浸透が組織成員の心理に及ぼす影響
として，内発的なモチベーションに影響を与える
ことが松葉（2008）の研究から類推できる。この
研究は経営理念の浸透が従業員満足に影響を及ぼ
すことが示されたものであるが，従業員満足の指
標にはMSQ （Minnesota Satisfaction Questionnaire）
の内発的動機づけによる満足の項目が用いられ
た。内発的動機づけによる満足に経営理念の浸透
が影響するということは，内発的モチベーション
自体にも影響を与える可能性が予測される。また
児玉・深田（2003， 2006）は，企業就業者への質
問紙調査から職業的アイデンティティが職務満足
や内発的モチベーションに影響を与えること，職
業的アイデンティティが直接，もしくは職務満足
や内発的モチベーションを介して職業生活におけ
る行動に影響を及ぼすことを明らかにした。これ
らの知見も踏まえて，経営理念の浸透に関わると
考えられる心理プロセスを Figure 4に示す。経営
理念の浸透が，組織成員の内発的モチベーション
やアイデンティティに影響を与え，組織行動が生
起し，組織もしくは個人の成果につながることが
推測される。この場合の成果とは，業績や顧客満
足やロイヤルティ，組織風土の醸成など様々なも
のが想定されるが，今後の研究において，得られ
る成果をさらに明らかにしていく必要がある。
　経営理念の浸透が組織成員のアイデンティティ
に影響を与えるであろうと推測されるが，そのメ
カニズムについては実証的研究を通じて明らかに
していく必要がある。企業の吸収や合併などによ
り帰属していた組織を失う，非正規雇用という形

認  識

受  容

理  解 共  感

行  動

Figure 3. 経営理念の浸透測定尺度の次元イメージ



－ 83 －

態で従事しているため組織との関係が希薄である
といったような状態は，働く人の社会的アイデン
ティティの確立や維持を困難にすると考えられ
る。たとえ正規雇用の社員であっても，所属組織
との関係が希薄で同様の状態を起こしている場合
もあるであろう。経営理念は組織アイデンティ
ティの源泉（伊丹・加護野，1989）と言われるも
のである。企業が明確な経営理念を持ち，組織成
員への浸透を促進することで，組織アイデンティ
ティと個人アイデンティティが融合し，社会的も
しくは職業的アイデンティティの確立と安定につ
ながると考えられる。今後は，経営理念浸透と関
わる心理プロセスに基づいて，内部統合機能の詳
細なメカニズムについての実証的研究が必要で
ある。

結　論

　本稿では，経営理念とその浸透に関する先行研
究を概観し，今後の心理学分野での経営理念研究
の可能性を検討した。これまでの研究から，経営
理念は階層性をもち，組織内部を統合する機能と
組織外部に適応する機能を有することが示され
た。その機能や効果が明らかになったことで，経
営理念浸透の重要性が高まり，近年は浸透手段や
プロセス，浸透効果の研究が増加している。浸透
手段は，リーダーの存在を前提とした第一義的な
定着メカニズムが効果的であり，経営理念の機能
によって有効な手段が異なることも明らかになっ
た。また組織成員の気づきや意味の生成といった
能動的要因も浸透プロセスに存在する可能性が示
唆された。個人への影響として，経営理念の浸透

が職務満足を高め，顧客満足に影響することが示
され，組織市民行動や職務関与といった組織行動
に影響することも明らかになった。
　今後は汎用性の高い経営理念浸透の測定尺度を
開発し，実証的研究を蓄積していく必要がある。
特に心理学の領域においては，経営理念の浸透が
組織成員のモチベーションやアイデンティティ，
組織行動に与える影響を明らかにし，それによっ
て得られる成果を検討していく必要がある。
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